
事 業 概 況 （令和３年１月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和２年度労災保険業務機械処理の令和３年１月末現在における保険給付支払総額は 6,083億円で、前年同期に比べて

3.5％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 2,850億円で 46.9％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 2,019億円で 33.2％を占めている。以下、休業補償給付が 13.4％、障害補償一時金が 4.1％、介護補償給付が 1.1％、

遺族補償一時金が 0.9％、葬祭料が 0.3％、二次健康診断等給付が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、介護補償給付が 5.4％増、葬祭料が 2.8％増、遺族補償一時

金が 2.2％増、休業補償給付が 0.1％増となっているのに対し、二次健康診断等給付が 12.4％減、年金等給付が 5.9％減、

療養補償給付が 2.1％減、障害補償一時金が 0.5％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 1,899 億円で 31.2％、「建設事業」が 1,732 億円で

28.5％、「製造業」が 1,426億円で 23.5％となっている。以下、「運輸業」が 11.0％、「鉱業」が 3.3％、「林業」が 1.7％、

「船舶所有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「その他の事業」が 0.0％同水準となっているのに対し、「鉱業」

が 10.4％減、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 10.3％減、「漁業」が 6.8％減、「製造業」が 6.2％減、「林業」及

び「建設事業」がそれぞれ 4.4％減、「運輸業」が 2.0％減、「船舶所有者の事業」が 0.6％減となっている。（第２表） 

 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 630,054,562 100.0 1.5 608,272,472 100.0 3.5 △    

療 養 補 償 給 付 206,171,117 32.7 0.4 △    201,859,459 33.2 2.1 △    

休 業 補 償 給 付 81,458,885 12.9 0.1 81,564,800 13.4 0.1

障 害 補 償 一 時 金 25,054,516 4.0 1.5 24,940,433 4.1 0.5 △    

遺 族 補 償 一 時 金 5,488,027 0.9 15.3 △   5,606,236 0.9 2.2

葬 祭 料 1,525,907 0.2 11.7 △   1,567,947 0.3 2.8

介 護 補 償 給 付 6,369,789 1.0 17.5 6,716,168 1.1 5.4

年 金 等 給 付 302,816,268 48.1 3.4 284,992,460 46.9 5.9 △    

二 次健 康診 断等 給付 1,170,053 0.2 12.1 1,024,970 0.2 12.4 △   

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。
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第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 1,563億円で 54.9％と最も大きく、次いで障害補

償年金 1,079億円で 37.9％、傷病補償年金が 208億円で 7.3％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 938 億円で 32.9％、「製造業」が 808 億円で 28.3％、

「その他の事業」が 580億円で 20.3％となっている。以下、「運輸業」が 10.9％、「鉱業」が 4.7％、「林業」が 1.8％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.3％、「船舶所有者の事業」が 0.2％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 630,054,562 100.0 1.5 608,272,472 100.0 3.5 △    

林 業 10,516,793 1.7 1.5 △    10,052,400 1.7 4.4 △    

漁 業 1,901,262 0.3 0.2 △    1,771,781 0.3 6.8 △    

鉱 業 22,112,500 3.5 3.0 △    19,807,872 3.3 10.4 △   

建 設 事 業 181,073,032 28.7 2.8 173,193,235 28.5 4.4 △    

製 造 業 152,128,194 24.1 1.4 142,642,337 23.5 6.2 △    

運 輸 業 68,324,881 10.8 1.8 66,945,543 11.0 2.0 △    

電 気 、 ガ ス 、 水 道
又 は 熱 供 給 の 事 業 1,487,854 0.2 3.9 △    1,334,426 0.2 10.3 △   

そ の 他 の 事 業 189,890,606 30.1 1.2 189,922,135 31.2 0.0

船 舶 所 有 者 の 事 業 2,619,441 0.4 2.7 △    2,602,744 0.4 0.6 △    
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第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和元年度　2年1月末 令和2年度　3年1月末

令和2年度　3年1月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 107,871,977 156,336,892 20,783,590 284,992,460 100.0

林 業 1,464,945 3,402,101 241,319 5,108,365 1.8

漁 業 272,756 893,649 24,794 1,191,199 0.4

鉱 業 1,260,317 9,963,532 2,278,989 13,502,838 4.7

建 設 事 業 29,517,531 56,781,202 7,534,020 93,832,754 32.9

製 造 業 39,601,494 37,322,006 3,837,969 80,761,469 28.3

運 輸 業 11,678,822 17,582,167 1,875,004 31,135,993 10.9

電 気 、 ガ ス 、 水 道
又 は 熱 供 給 の 事 業 195,513 549,294 55,979 800,785 0.3

そ の 他 の 事 業 23,683,031 29,415,682 4,890,431 57,989,144 20.3

船 舶 所 有 者 の 事 業 197,569 427,259 45,085 669,913 0.2

構 成 比 37.9% 54.9% 7.3% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



 

保 険 料 

 

  令和２年度労災保険業務機械処理の令和３年１月末現在における保険料徴収決定済額は 8,725億円で、前年同期に比べ

て 1.0％増となっている。保険料収納済額は 6,419億円で、前年同期に比べて 0.3％増となっている。また、収納率につい

てみると 73.6％となっており、前年同期に比べて 0.5ポイント下回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 4,263億円で 48.9％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,828 億円で 21.0％、「製造業」が 1,609 億円で 18.4％、を占めている。以下、「運輸業」が 8.8％、「船舶所有

者の事業」が 1.5％、「林業」が 0.6％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

 

 

区　分　

令和元年度 令和2年度 令和元年度 令和2年度 令和元年度 令和2年度

　業　種 2年1月末 3年1月末 2年1月末 3年1月末 2年1月末 3年1月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 863,557,384 872,473,671 100.0 1.0 639,938,733 641,893,471 100.0 0.3 74.1 73.6

林 業 5,451,493 5,534,917 0.6 1.5 4,170,632 4,219,014 0.7 1.2 76.5 76.2

漁 業 1,964,935 1,852,747 0.2 5.7 △   1,434,530 1,338,604 0.2 6.7 △   73.0 72.2

鉱 業 2,667,091 2,607,449 0.3 2.2 △   1,834,905 1,835,740 0.3 0.0 68.8 70.4

建 設 事 業 182,610,576 182,833,674 21.0 0.1 136,870,467 137,863,472 21.5 0.7 75.0 75.4

製 造 業 163,830,023 160,905,231 18.4 1.8 △   118,052,579 114,908,952 17.9 2.7 △   72.1 71.4

運 輸 業 76,192,469 77,183,205 8.8 1.3 53,908,124 53,502,160 8.3 0.8 △   70.8 69.3

電気、ガス、 水道
又は熱供給の 事業 2,255,475 2,247,706 0.3 0.3 △   1,566,163 1,576,420 0.2 0.7 69.4 70.1

そ の 他 の 事 業 415,172,312 426,263,066 48.9 2.7 312,348,202 317,412,965 49.4 1.6 75.2 74.5

船舶所有者の 事業 13,413,010 13,045,677 1.5 2.7 △   9,753,132 9,236,143 1.4 5.3 △   72.7 70.8

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率


